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旅行業の 

新規登録を申請される方へ

（第２種・第３種・地域限定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆登録申請・相談は、事前に電話で予約してください。 
 

☆予約日は、月・水・金曜日です。 
 

☆登録申請の際は、旅行業務取扱管理者も来庁してください。 
 

 

 

 

 
                                             

〒163-8001 新宿区西新宿２－８－１ 東京都庁第一本庁舎 ２４階北側 

 

東京都 産業労働局 観光部 振興課 旅行業担当 
      電話０３－５３２０－４７６９  FAX０３－５３８８－１４６３ 

http://www.kanko.metro.tokyo.jp/administration/inter/tokanko5.html 

 

 

                          ○旅行業の新規登録申請について 

                          ○旅行業新規登録申請書類一覧 

                          ○旅行業法施行規則第７条 別表 
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６ 

７ 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 登 録 種 別                      登 録 業 務 範 囲                           

 

  ○第１種旅行業 

 

 （登録行政庁:観光庁） 

 〇海外・国内の募集型企画旅行 

〇海外・国内の受注型企画旅行 

〇海外・国内の手配旅行 

 〇他社実施の募集型企画旅行契約の代理締結 

 

  ○第２種旅行業 
 〇国内の募集型企画旅行 

〇海外・国内の受注型企画旅行 

 〇海外・国内の手配旅行 

〇他社実施の募集型企画旅行契約の代理締結 
 

  ○第３種旅行業 
〇営業所の所在地とそれに隣接する市区町村内の 

  募集型企画旅行 

〇海外・国内の受注型企画旅行 

〇海外・国内の手配旅行 

〇他社実施の募集型企画旅行契約の代理締結 

 
  ○地域限定旅行業 
 
 
 
 

H25.4.1改正 

〇営業所の所在地とそれに隣接する市区町村内の 
  募集型企画旅行   
〇営業所の所在地とそれに隣接する市区町村内の 
  受注型企画旅行 
〇営業所の所在地とそれに隣接する市区町村内の 
  手配旅行 
〇他社実施の募集型企画旅行契約の代理締結 

 
 

 
  ○旅行業者代理業 

 
 ○所属旅行業者が委託する範囲の旅行業務 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
  旅 行 業 の 新 規 登 録 申 請 に つ い て                                              

  
                                          東 京 都 

 

 

第１ 旅行業登録制度  

 

 ⑴ 旅行業（第２種・第３種・地域限定）を営もうとする者は、旅行業を行う主たる営業所の所在地を

管轄する知事の登録を受ける必要がある。（旅行業法第３条及び同法施行規則第１条第１項第２号） 

 ⑵ 旅行業の登録を受けようとする者は、申請書及びその他国土交通省令で定める事項を記載した書類

を添付して申請しなければならない。（旅行業法第４条第２項及び同法施行規則第１条の３） 

 ⑶ 登録を受けないで旅行業の営業活動を行うと無登録営業として、法律により処分される。 

   （旅行業法第２９条） 

 

 

第２ 登 録 条 件  

 

 申請者が、登録拒否条項（下記事項）に該当する場合は、その登録は拒否される。 

                                 （旅行業法第６条第１項各号） 

 

 ⑴ 旅行業法第１９条の規定により旅行業又は旅行業者代理業の登録を取り消され、その取消しの日から５年を

経過していない者（当該登録を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しに係る聴聞の期日及

び場所の公示の日前６０日以内に当該法人の役員であった者で、当該取消しの日から５年を経過していないも

のを含む。） 

 ⑵ 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなった日から５年を経過していない者 

 ⑶ 申請前５年以内に旅行業務に関し不正な行為をした者 

 ⑷ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が上記⑴から⑶のいずれか

に該当するもの 

 ⑸ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの 

 ⑹ 法人であって、その役員のうちに上記⑴から⑶又は⑸のいずれかに該当するもの 

 ⑺ 営業所ごとに旅行業法第11条の２の規定による旅行業務取扱管理者を確実に選任すると認められな

い者 

 ⑻ 旅行業を営もうとする者であって、当該事業を遂行するために必要と認められる国土交通省令で定

める基準に適合する財産的基礎を有しないもの 

 

 

第３ 新規登録申請に当たっての要件 

 

 ⑴ 主たる営業所の所在地は、東京都内にあること。 

 ⑵ 法人で申請する場合は、商号・目的（定款・履歴事項全部証明書共に）について、下記事項に注意

のこと。 
 

 『商 号』  既存旅行業者との類似商号をさけるため、申請書提出前に電話等で確認のこと。 
 

 『目 的』  必ず『旅行業』又は『旅行業法に基づく旅行業』とすること。 

 



 

 ⑶ 財産的基礎として、＊基準資産額が①第２種旅行業の場合は700万円以上、②第３種旅行業の場合は 

300万円以上、③地域限定旅行業の場合は100万円以上あること。 

（旅行業法第６条第１項第８号及び同法施行規則第３条並びに同第４条） 

 

  ＊基準資産額の算出方法 ＜申請前直近の事業年度における確定決算書から算出する。＞ 

 

 

 

 

 ⑷ 基準資産額並びに最低営業保証金・最低弁済業務保証金分担金は、以下のとおりである。 
 

  登録業務範囲    基準資産額   区 分  最低営業保証金                 

  （供託金） 

 最 低 弁 済 業 務                 

 保 証 金 分 担 金                 

 

 

  第２種旅行業 

 

    ７００万円 
 協会非加入   １，１００万円  

 
   

  
 保証社員      ２２０万円    

  

   第３種旅行業 

 

    ３００万円 
 協会非加入     ３００万円  

 
   

  
 保証社員       ６０万円    

   

地域限定旅行業 

 

   １００万円 
 協会非加入     １００万円     

  
 保証社員       ２０万円    

   
 

  ○営業保証金及び弁済業務保証金分担金は、登録後１年間の旅行業務取引高の見込額を算定の基礎と

するので注意のこと。 

 

  ○登録と同時に旅行業協会の保証社員となる予定の申請者は、事前に旅行業協会から「入会確認書」

あるいは「入会承認書」を入手のこと。（詳細は、各旅行業協会へ問い合わせること。） 

 

 ⑸ 総合又は国内の旅行業務取扱管理者を選任すること。（旅行業法第１１条の２） 

  ① １営業所につき１人以上の旅行業務取扱管理者（常勤専任で就業のこと。）を選任すること。 

  ② 海外旅行を取り扱う営業所においては、必ず総合旅行業務取扱管理者を選任すること。 

  ③ 従業員数１０人以上の営業所においては、複数の旅行業務取扱管理者を選任すること。 

 

 

第４ 申請に必要な書類 

 

  別紙「旅行業新規登録申請書類一覧表」のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

  基準資産額＝｛（資産の総額）－（創業費その他の繰延資産) －（営業権）－（不良債権）｝ 

         －（負債の総額）－（所要の営業保証金又は弁済業務保証金分担金） 
 
 



 

第５ 申請から登録（標準処理期間）及び営業開始までに要する日数 

   受付件数により、下記標準処理期間が守られないこともあります。 
 

事 
 
 

 
 

項 

    ・東京都 

 ⇨   における審査⇨  

  （☆営業所調査含） 

 Ａ  登録手数料納付 

   （観光部振興課）  ⇨  

 B-1 営業保証金供託   供託済届出 

      （法務局）    書提出 

                     B-2 分担金納付   納付書（写） 

   （来庁）           （来庁）  （旅行業協会）  提出 

日 
 

数 

 
                         供託済届出書又は納付書（写）を東京都へ提出 
 
   〇    30～40日     〇〇     14 日 以 内         〇 
 

  （注）申請をもって旅行業を営むことはできないので注意のこと。 

 

 

第６ 登録後の手続き 

 

 ⑴ 新規登録手数料の納付  手数料９０，０００円 （旅行業法関係手数料条例第２条） 

   登録通知受領時に、現金を持参し観光部振興課に納付すること。 

 ⑵ 登録の通知を受けた日から１４日以内に下記手続きを行うこと。 

  ① 旅行業協会へ加入しない場合 

   営業保証金の供託・届出（旅行業法第７条第２項） 

    登録通知受領後、所要の営業保証金を法務局に供託し、届け出る。 

  ② 旅行業協会へ加入する場合 

   弁済業務保証金分担金の納付（旅行業法第２２条の１０第１項第１号） 

    登録通知受領後、所要の弁済業務保証金分担金を旅行業協会へ納付し、届け出る。 

  ③ 登録票・旅行業務取扱料金表の用紙を購入し、必要事項を記載のうえ掲示する。  

 

 

第７ 登録の有効期間及び変更届出期限 

 

  ○登録の有効期間は、登録の日から起算して５年とする（旅行業法第６条の２）。したがって、登

録の有効期間が満了したときは登録が抹消される（旅行業法第２０条第１項）。 

  ○引き続いて旅行業を営もうとするときは、有効期限の２カ月前までに更新申請をする必要がある。 

   （旅行業法施行規則第１条）。 

  ○登録事項に変更があったときは、その日から３０日以内に届け出なければならない。 

   （旅行業法第６条の４第３項）  

 

 

 

 

 

 

 

 申請書 

 提 出 
 
 

 

 登録 

 決定 
 
 

 

 営 業 

 開 始 
 
 



 

第８ 申請用紙等の販売所 

 

・一般社団法人東京都旅行業協会 

電話０３－５２１０－２５００／千代田区四番町４－９ 東越伯鷹ビル２階 

  ・一般社団法人日本旅行業協会 

電話０３－３５９２－１２７１／千代田区霞が関３－３－３ 全日通霞が関ビル３階 

・㈱むさしの手配センター（配送可、電話連絡のこと） 

電話０４２－５２４－１７１７／立川市錦町４－７－９－１０２ 

 ・くまざわ書店 都庁店（新規・更新・変更事項届出関係書類をセットでのみ販売） 

電話０３－５３２０－７５３７／東京都庁第一本庁舎 １階南側 

 

 

第９ 申請の予約 

 

 新規登録申請（相談）は予約制につき、事前に電話で予約してください。 

 （申請受付日は、月・水・金曜日です。） 


